
 

社会福祉法人すずらんの会 役員・評議員報酬規程 

 

第一章 総則 

（目  的） 

第１条  社会福祉法人すずらんの会（以下「法人」という）定款第９条および第２４条の規定に基づ

き、この規程において、役員の報酬等に関する総額並びにその基準、及び評議員の報酬等に関

する基準を定める。 

（適用範囲） 

第２条  本規程は、法人の役員及び評議員に適用する。 

（報酬等の支払方法等） 

第３条  報酬等は、通貨をもって直接本人に支給することを原則とする。ただし、本人の同意を得て

本人が指定する銀行その他の金融機関の本人口座に振り込む事ができる。 

 ２   報酬等は、法令の定めるところにより控除すべき金額を控除して支給する。 

 

第二章 役員報酬総額の範囲 

（役員報酬総額の範囲） 

第４条  役員に対して、各年度の総額が１２百万円を超えない範囲で、本規程で定める基準に従って

算定した額を、報酬等として支給する。 

２   この役員報酬総額には、第三章の定めに基づいて支給される役員への通勤手当及び旅費を除

く報酬等の額及び第１２条の定めに基づいて贈呈される役員への記念品等贈呈額を含むものと

する。 

３   この役員報酬総額には、職員と兼務する理事の職員としての給与等は含めない。 

 

第三章 役員の報酬等に関する基準 

（理事の勤務形態） 

第５条  本規程において、理事の勤務形態により、理事を常勤等理事及び一般理事とする。 

２   本規程において、常勤等理事とは、毎週定められた時間勤務する理事をいう。 

３   本規程において、一般理事とは、毎週定められた時間の勤務がなく、理事会や評議員会への

参加時及び理事長・理事会・評議員会のいずれかが必要と認めた時に勤務する理事をいう。 

（理事の報酬等） 

第６条  理事には、勤務形態に応じて、次の通り報酬等を支給する。 

（１） 常勤等理事については、報酬を支給し、賞与及び退職手当は支給しない。 

（２） 一般理事については、業務に応じた報酬を支給することとし、賞与及び退職手当は     

支給しない。 

 （理事報酬等の支給方法） 

第７条  常勤理事に対する報酬等の締切機関及び支給時期は、法人給与規程に準ずるものとする。 

 ２   一般理事に対する報酬は、その都度、支給する。 

（常勤等理事の報酬等の算定方法） 

第８条  常勤等理事に対する報酬等の額は、次の各号による報酬等の区分に応じて定めるものとする。 

     （１）報酬については、別表第１に定める額 



 

     （２）通勤手当については、法人給与規程に基づく額 

     （３）職務のため出張をしたときは、法人旅費規定に基づき、旅費（交通費、日当、宿泊 

料）を支給する。このとき、日当等職位ごとに定められているものについては、最も

高い額を適用するものとする。 

 ２   常勤等理事が、所定の勤務時間の全部または一部について、勤務しなかった場合には、勤務

しなかった時間に対する報酬等は支給しない。 

 ３   第２項の場合において、勤務しなかった時間の計算は、当該報酬締切期間の末日において合

計する。 

 ４   第２項において勤務しなかった時間に対する報酬等の額は、下記式で求めるものとし、この

額（１円未満切り捨て）を、報酬月額から控除して支給する。 

     【勤務しなかった時間に対する報酬の額】＝（報酬月額）÷（Ａ）×（Ｂ） 

      （Ａ）：当該報酬締切期間における勤務すべき時間数（３０分未満切り捨て） 

      （Ｂ）：当該報酬締切時間における勤務しなかった時間数（３０分未満切り捨て） 

（常勤等理事就退任時等の報酬） 

第９条  新たに常勤等理事に就任した者には、その日から報酬を支給する。 

 ２   常勤等理事が退任し、又は解任された場合には、前日までの報酬を支給する。 

 ３   常勤等理事の報酬の締切期間の中途における就任、退任、又は解任の場合の報酬額について

は、当該報酬締切期間における当該常勤理事の勤務すべき総日数を基礎として、日割りによ

って計算する。 

（一般理事の報酬等の算定方法） 

第１０条 一般理事に対する報酬等の額は、次の各号による報酬等の区分に応じて定めるものとする。 

     （１）報酬については、別表第２に定める額 

     （２）職務のため出張をしたときは、法人旅費規定に基づき、旅費（交通費、日当、宿泊料）

を支給する。このとき、日当等職位ごとに額が定められているものについては、最高

額を適用するものとする。 

     （３）通勤手当は、支給しない。 

（監事の報酬等） 

第１１条 監事に対する報酬等の額は、次の各号による報酬等の区分に応じて定めるものとする。 

     （１）報酬については、別表第３に定める額 

     （２）職務のため出張をしたときは、法人旅費規定に基づき、旅費（交通費、日当、宿泊料）

を支給する。このとき、日当等職位ごとに額が定められているものについては、最高

額を適用するものとする。 

     （３）通勤手当は、支給しない。 

 ２   監事に対する報酬は、その都度、支給する。 

  

第四章 評議員の報酬等に関する基準 

（評議員の報酬等） 

第１２条 評議員の報酬は、定款第８条の規定された、各年度の報酬総額限度額（以下「報酬限度額と 

いう。）を超えない範囲で、別表第４に定める額とする。 

 ２   年度途中で、次回の評議員会開催等により、当該年度の評議員への報酬限度額を超えること



 

が明らかになった場合には、次回の評議員会開催等における評議員の報酬は、報酬限度額を

超えないよう別表第４の額を変更して支給し、それ以降については報酬を支給しない。 

 ３   評議員に対する報酬は、その都度、支給する。 

 ４   評議員が職務のため出張をしたときは、法人旅費規定に基づき、旅費（交通費、日当、宿泊

料）を支給する。このとき、日当等職位ごとに額が定められていつものについては、最高額を

適用するものとする。 

 ５   通勤手当は、支給しない。 

 

第五章 雑則 

（役員・評議員退任時の記念品等の贈呈） 

第１３条 役員又は評議員の退任にあたっては、それまでの貢献や功績に対し、功労金及び記念品を贈 

呈し、感謝の意を表することができる。 

     ただし、退任時に法人職員と兼務し職員としての報酬を得ている理事に対しては、退任時の 

功労金及び記念品を贈呈しない。 

 ２   第１項の功労金は、１０年以上連続して本規程でいう常勤等理事であって、法人への貢献や 

功績が特に顕著であったと理事会で認められた理事に対して贈呈することができるものとし、 

その額は、上限３５０万円の範囲で、理事会で決定する。 

 ３   第１項の記念品は、以下とする。 

（１） 役員就任から１期未満での退任時 

：３千円相当の法人自主製品 

（２） 役員 1期満了時及び２期目途中での退任時 

：１万円相当の記念品及び３千円相当の法人自主製品 

（３）役員２期満了時及びそれ以降の退任時 

：３万円相当の記念品及び３千円相当の法人自主製品 

（４）評議員就任後２年未満での退任時 

：３千円相当の法人自主製品 

（５）評議員就任後２年から１期目途中での退任時 

：１万円相当の記念品及び３千円相当の法人自主製品 

（６）評議員１期満了時及びそれ以降の退任の場合 

：３万円相当の記念品及び３千円相当の法人自主製品 

 ４   第３項において、期の中途から就任した役員及び評議員は、当該期の終了と共に１期を満了

したものとみなす。 

（本規程以外の報酬等及び記念品等支給） 

第１４条 役員及び評議員に対して、本規程に定めのない報酬等及び記念品等の支給はしないものとす 

る。 

（端数の処理） 

第１５条 本規程により、計算金額に１円未満の端数が生じたときには、その端数は切り上げる。 

（公  表） 

第１６条 法人は、本規程をもって、社会福祉法第５９条の二第１項第２号に定める報酬等の支給の基 

準として公表する。 



 

（改  廃） 

第１７条 本規程の改廃は、理事会が提案し、評議員会が決定する。 

（補  則） 

第１８条 本規程の実施に関し必要な事項は、理事長が理事会の承認を得て、別に定めることができる。 

 

 

附則 この規程は、平成１５年１０月 １日より施行する。 

   この規程は、平成１７年 ４月 １日より施行する。 

   この規程は、平成１９年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成２０年 ４月 １日より施行する。 

この規程は、平成２０年１１月 １日より施行する。 

   この規程は、平成２９年 ４月 １日より施行する。 

   この規程は、平成３０年 ４月 １日より施行する。 

   この規程は、平成３１年 １月２２日より施行する。 

   この規程は、２０２１年 ４月 １日より施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表第１：常勤等理事の報酬 

 報酬月額 

職員給与を支給されていない常勤等理事 別表Ａのとおりとする。 

職員給与を支給されている常勤等理事 別表Ｂのとおりとする。 

 別表Ａ：職員給与を支給されていない常勤等理事の報酬月額 

【（週の勤務時間数）×（別表アの月額報酬係数）】円  

※週の勤務時間数とは、常勤等理事就任に当たり定められた週の 

 勤務すべき時間数をいい、４０時間を上限とする。 

別表ア：職員給与を支給されていない常勤等理事の月額報酬係数 

役職名 報酬係数 

理事長 １４，０００ 

業務執行理事 １２，０００ 

理事 １０，０００ 

別表Ｂ：職員給与を支給されている常勤等理事の報酬 

当法人職員を兼務し、職員給与を支給している常勤等理事

に対しては、職員給与に加えて、下記の理事手当を支給する。 

  理事手当月額  

 理事長 ５０，０００  

 業務執行理事 ３０，０００  

 理事 ２０，０００  

    

 

別表第２：一般理事の報酬 

  報酬額 

理事会・評議員会への出席（出席毎） １０，０００円 

上記の他、法人業務のための出勤（日額） ５，０００円 

 

別表第３：監事の報酬 

 報酬額 

監事監査のための出勤（日額） １０，０００円 

理事会・評議員会への出席（出席毎） １０，０００円 

上記の他、法人業務のための出勤（日額） ５，０００円 

 

別表第４：評議員の報酬 

 報酬額 

評議員会への出席（出席毎） １０，０００円 

上記の他、法人業務のための出勤（日額） ５，０００円 

 


